
資料２

隘路 要望

Ⅰ総論 昨年末以来の世界的な不況に直面し、企業も当面の対
応に追われ、ワーク・ライフ・バランスの取組が後退して
いる感がある。

日本労働組
合総連合会

行動指針に盛り込んだ数値目標の着実な前進に向け
た施策の積極的な展開を求める

日本労働組
合総連合会

①全国や地域での国民の理解や
政労使の合意形成を促進する

まだまだ社会は仕事と生活の調和に対する認識が不
十分

かえるマークの認識度を上げるよう、政府・地方公共団
体に協力をお願いしたいと思います。

男女共同参
画推進連携
会議

時期や中身がバラバラな既存の子育て支援やＷＬＢに
関する様々な事業や取組を国全体として一体感のある
国民運動に再構築していほしい。

日本経済団
体連合会

ＷＬＢは生産性の向上を追求する新しい働き方への挑
戦であり、経済情勢に左右されるものではない。政府・
地方公共団体ほか関係者も、引き続き協調してＷＬＢ
の推進に向けた情報発信等をお願いしたい。

日本経済団
体連合会

企業のＷＬＢ推進には制度の創設だけでなく、経営者
の意識改革、職場や同僚の理解を促すためのPR方法
が課題

日本商工会
議所

地域戦略を持って積極的にＷＬＢ推進に取り組んでい
る地域に対しての支援と成功事例の展開

日本商工会
議所

仕事と生活の調和に向けた取組において、「障壁や隘路と感じていること」及び「政府・地方公共団体に期待すること（要望）」

行動指針

職場や働く者のＷＬＢに対する理解が十分ではないた
め、制度等を整備しても活用が進まない。
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隘路 要望行動指針

各自治体でのＷＬＢ推進に関する事業の全体像がわか
るようにするとともに、個々の取組の具体的内容や複
数年計画などが随時わかるように、ＨＰなどを通じて、
整理し、紹介して欲しい。

日本生産性
本部

ＷＬＢ推進に関係するデータが不足しているので、統計
データの整理をしてほしい。働き方に関するものだけで
はなく、そのほか生活に関するデータを整理し、公表し
ていただきたい。

日本生産性
本部

社会全体の合意が必要であるが、国民全体の課題に
なっていない

日本労働組
合総連合会

企業において、取り組む意義が十分理解されていな
い。また、管理職に取組が周知されていないため、ＷＬ
Ｂ関連制度活用等のネックになっている。

日本労働組
合総連合会

中小企業事業主の意識改革を図ることが必要 全国中小企
業団体中央
会

（地方公共団体への期待と要望）
③地方における政労使合意形成の促進、地域行動計
画の策定・実行を推進
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ＷＬＢは、「余裕のある大企業が取り組むもの」や「社員
の福利厚生の一つ」といった誤った理解やイメージが一
部に根強いことなど、ＷＬＢの意義について、認識に大
きな差がみられるのではないか。

福岡県

現下の経済・雇用情勢では、仕事と生活の調和どころ
ではないという議論もしばしば聞かれるが、労働時間が
減少している状況下で、ＷＬＢのとれた生活を少しでも
体験し、その意義について認識を深めていく転機とする
方策を考えていくべきである。

福岡県

②次世代育成に対する企業の取
組促進のための対策の検討等を
進め、生活の時間の確保や多様
な働き方を可能とする雇用環境整
備を目指した制度的枠組みを構
築する。

短時間勤務や長期間の育児休業の取得などで不足す
る労働力の融通が困難であること、
短時間勤務者や育児休業取得者は通常勤務の従業員
とは異なる個別の労務管理が必要となるなど、
要員管理・労務管理が煩雑であり、各企業の取組を進
めるうえでの障壁となっている。

日本経済団
体連合会

中小企業においては、依然厳しい経営環境が続いてお
り、余力がない企業が極めて多いこと等から、一般事業
主行動計画策定までたどりついていない企業がまだま
だ多いのが実情

全国中小企
業団体中央
会

中小企業における行動計画策定促進のため、施策の
周知が必要

全国中小企
業団体中央
会

（２）少子化の危機的状況及びＷＬＢの重要性に関する
啓発

○次世代育成支援対策推進センターの支援機能強化
中小企業への周知や中小企業が次世代育成支援対策
を効果的に推進するため、次世代育成支援センターの
機能の強化すべき。また、こうした国の施策の充実強化
を図ることが必要
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③働き方に中立な税・社会保障制
度の在り方を検討する。

（１）多様な働き方ができるような雇用環境の改善に関
する措置
　育児等のため労働時間を短縮した働き方を選択する
場合、多くはパートタイマーへの変更となるなど、正社
員と比べて企業内処遇の格差や公的制度の適用除外
等の不利益を受ける可能性が高くなる。
　また、一度こうした働き方を選択してしまうと、正社員
への復帰は非常に難しくなる。
　その結果、育児等の時間を犠牲にして働き続けたり、
出産・育児を経ながら働き続けることに躊躇を覚える状
況が生じている。
　こうした課題を解決するため、次のような取組を期待
する。
①最低賃金の引き上げ
②賃金、教育訓練、福利厚生における均等・均衡の原
則の普及促進
③短時間正社員制度やフルタイムとパートタイムの相
互乗り入れが可能となるような制度の普及促進
④社会保険、雇用保険の適用対象労働者の拡大

福岡県

④経済全体の生産性の向上を
図っていく観点から、中小企業等
の生産性向上（地域資源活用促
進プログラムによる新事業創出支
援、ITを活用した財務会計の整
備、下請適正取引等の推進や資
金供給の円滑化等）など包括的な
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⑤先進企業の好事例等の情報の
収集・提供・助言、中小企業等が
行う労働時間等設定改善の支援
等、仕事と生活の調和の実現に
取り組む企業を支援する。

中小企業がＷＬＢに取り組むには、業務の効率化によ
る生産性の向上を図ることが必要だが、中小企業には
生産性向上のノウハウが不足している（シンクタンクに
よるコンサルタント等が必要）

日本商工会
議所

ＷＬＢ推進のための支援（助成・支援制度の拡充、企業
表彰、税制優遇・入札要件などへの一定の評価・低利
融資制度の創設などのインセンティブの付与）

日本商工会
議所

各自治体でのＷＬＢ推進に関する事業の全体像がわか
るようにするとともに、個々の取組の具体的内容や複
数年計画などが随時わかるように、ＨＰなどを通じて、
整理し、紹介して欲しい。（再掲）

日本生産性
本部

（地方公共団体への期待と要望）　②経営者団体への
ＷＬＢの取組・助成金などの周知

日本労働組
合総連合会

（中小企業事業主に対して）専門家等によるアドバイス
が必要

全国中小企
業団体中央
会

中小企業にワーク・ライフ・バランスを推進するにはメ
リットも必要
ＷＬＢに積極的に取り組む中小企業に対して
　・優遇税制
　・低利融資制度
　・各種助成金制度の整備・拡充
　・公共事業入札への評価など
総合的な支援対策を講じる必要

全国中小企
業団体中央
会

企業が具体的にどのような人事労務管理をすべきか専
門的に助言するなどの支援策を講じていくことが求めら
れる。

福岡県
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⑥労働基準法、労働契約法、
パートタイム労働法等関係法令の
周知を図るとともに、法令遵守の
ための監督指導を強化する。

中小企業における行動計画策定促進のため、施策の
周知が必要（再掲）

次世代育成支援対策推進センターの支援機能強化
中小企業への周知や中小企業が次世代育成支援対策
を効果的に推進するため、次世代育成支援センターの
機能の強化すべき。また、こうした国の施策の充実強化
を図ることが必要（再掲）

全国中小企
業団体中央
会

⑦顕彰制度や企業の取組の診
断・点検を支援すること等により、
積極的取組企業の社会的な評価
を推進する。

中小企業がＷＬＢに取り組むには、業務の効率化によ
る生産性の向上を図ることが必要だが、中小企業には
生産性向上のノウハウが不足している（シンクタンクに
よるコンサルタント等が必要）（再掲）

日本商工会
議所

ＷＬＢ推進のための支援（助成・支援制度の拡充、企業
表彰、税制優遇・入札要件などへの一定の評価・低利
融資制度の創設などのインセンティブの付与）（再掲）

日本商工会
議所

（中小企業事業主に対して）専門家等によるアドバイス
が必要（再掲）

全国中小企
業団体中央
会

企業が具体的にどのような人事労務管理をすべきか専
門的に助言するなどの支援策を講じていくことが求めら
れる。（再掲）

福岡県

⑧働く者等の自己啓発や能力開
発の取組を支援する。
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Ⅱ就労による経
済的自立

現下の経済情勢・雇用情勢への的確な対応を通じ、雇
用不安や将来不安を取り除くことが喫緊の課題になっ
ている。一方、こうした状況は、これまでの政策や企業
運営の転換を不可欠としている。その転換軸にワーク・
ライフ・バランス社会の実現を置き、今こそ、その実践を
目指すべきである。

日本労働組
合総連合会

①一人ひとりの勤労観、職業観を
育てるキャリア教育を学齢期から
行う。

②フリーターの常用雇用化を支援
する。

③若者や母子家庭の母等、経済
的自立が困難な者の就労を支援
する。

非正規労働者の労働条件等処遇面の問題や雇用不安
の問題が大きい

日本労働組
合総連合会

Ⅲ健康で豊かな
生活のための時
間の確保

①労使による長時間労働の抑
制、年次有給休暇の取得促進な
ど、労働時間等の設定改善の取
組を支援する。

労働時間が長いことや、保育サービスなど子育て支援
策が不十分だという実態がある。

日本労働組
合総連合会

②家事サービス等についての情
報提供に対する支援をする。

7



資料２

隘路 要望行動指針

Ⅳ多様な働き方
の選択

①育児・介護休業、短時間勤務、
短時間正社員制度、テレワークと
いった多様な働き方を推進すると
ともに、パート労働者の均衡待遇
の推進、働く意欲と能力のある女
性や高齢者の再就職や就業継続
の支援、促進等、その多様な働き
方を推進するための条件を整備
する。

非正規労働者の労働条件等処遇面の問題や雇用不安
の問題が大きい（再掲）

日本労働組
合総連合会

（１）多様な働き方ができるような雇用環境の改善に関
する措置
　育児等のため労働時間を短縮した働き方を選択する
場合、多くはパートタイマーへの変更となるなど、正社
員と比べて企業内処遇の格差や公的制度の適用除外
等の不利益を受ける可能性が高くなる。
　また、一度こうした働き方を選択してしまうと、正社員
への復帰は非常に難しくなる。
　その結果、育児等の時間を犠牲にして働き続けたり、
出産・育児を経ながら働き続けることに躊躇を覚える状
況が生じている。
　こうした課題を解決するため、次のような取組を期待
する。
①最低賃金の引き上げ
②賃金、教育訓練、福利厚生における均等・均衡の原
則の普及促進
③短時間正社員制度やフルタイムとパートタイムの相
互乗り入れが可能となるような制度の普及促進
④社会保険、雇用保険の適用対象労働者の拡大

福岡県
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②在宅就業の環境整備のための
枠組みを検討する。

③男性の育児休業の取得促進方
策の検討等を進め、男性の子育
て参加の支援・促進を図る。

ジェンダーの視点を踏まえた、男女ともに取り組むこと
の意義、男性の働き方改革の必要性が欠如している。

日本労働組
合総連合会

④多様な働き方に対応した保育
サービスの充実等多様な子育て
支援を推進する。

・ＷＬＢを実現するための社会基盤の整備。特に子育て
環境は地域ごとに多様であることから、全国画一の対
応ではなく、地域の主体性を尊重し、実情に応じた柔軟
な対応をして欲しい。
　具体的には、
大都市圏の保育所待機児童問題への対応として、駅前
等の利便性の高い場所への施設設置に向けた政策支
援、
保育所・放課後児童クラブ・認定こども園の拡充、
保育ママやベビーシッターなど保育士以外の子育て経
験者を活用する仕組みの整備等。（再掲）

日本経済団
体連合会

保育士養成制度（養成施設・科目等）の再検証や、保育
士の受験資格の緩和など、保育を支える多様な人材の
育成方法についても見直しを進めるべき

日本経済団
体連合会

ＷＬＢを実現するための社会基盤が不十分
特に、大都市圏では、低年齢児向け保育サービスの絶
対量が不足し、保育所待機児童問題が顕著となってお
り、仕事と育児を両立するための社会基盤が十分でな
い。

9



資料２

隘路 要望行動指針

保育に欠ける要件（児童福祉法施行令第27条）の見直
し

日本商工会
議所

規制緩和（民間企業やＮＰＯ等の保育所への参入を阻
む規制の見直し）

日本商工会
議所

労働時間が長いことや、保育サービスなど子育て支援
策が不十分だという実態がある。（再掲）

日本労働組
合総連合会

⑤地方公共団体等による育児・介
護の社会的基盤づくりを支援す
る。

ＷＬＢを実現するための社会基盤が不十分
特に、大都市圏では、低年齢児向け保育サービスの絶
対量が不足し、保育所待機児童問題が顕著となってお
り、仕事と育児を両立するための社会基盤が十分でな
い。
（再掲）

・ＷＬＢを実現するための社会基盤の整備。特に子育て
環境は地域ごとに多様であることから、全国画一の対
応ではなく、地域の主体性を尊重し、実情に応じた柔軟
な対応をして欲しい。
　具体的には、
大都市圏の保育所待機児童問題への対応として、駅前
等の利便性の高い場所への施設設置に向けた政策支
援、
保育所・放課後児童クラブ・認定こども園の拡充、
保育ママやベビーシッターなど保育士以外の子育て経
験者を活用する仕組みの整備等。
（再掲）

日本経済団
体連合会

○100万人の待機児童解消に向けた、保育施設の増設
及びサービスの拡充
　・基準を満たしているにも関わらず、都道府県の財政
事情により認可されない保育施設の認可
　・地域の実情を反映した認可基準の弾力化

日本商工会
議所
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地域戦略を持って積極的にＷＬＢ推進に取り組んでい
る地域に対しての支援と成功事例の展開（再掲）

日本商工会
議所

（地方公共団体への期待と要望）
　①地域の事情や特性に対応した保育サービス・学童
保育の拡充

日本労働組
合総連合会

⑥多様な教育訓練システムの充
実等、職業能力の形成支援に係
る労働市場の社会的基盤を整備
する。

その他 少子化対策 ○少子化対策の拡大と重点配分
・少子化対策や出産・育児の両立支援策に対する対Ｇ
ＤＰ政府支出の倍増
・児童手当の支給額増額と支給期間の延長、及び出生
率の改善のために第２子以降への重点的配分

日本商工会
議所

待遇改善等による産婦人科・小児科医並びに勤務医不
足の解消

日本商工会
議所

WLBの位置づけ ＷＬＢを支援する国としての予算措置が十分ではない。
とりわけ社会保障費については、抑制政策からの転換
が明確に示されていない。

日本労働組
合総連合会

現下の経済情勢・雇用情勢への的確な対応を通じ、雇
用不安や将来不安を取り除くことが喫緊の課題になっ
ている。一方、こうした状況は、これまでの政策や企業
運営の転換を不可欠としている。その転換軸にワーク・
ライフ・バランス社会の実現を置き、今こそ、その実践を
目指すべきである。（再掲）

日本労働組
合総連合会

11


